
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　安井保育園
（単位：円）

保育事業収入 000,054,741 468,518,061 468,563,31△

受取利息配当金収入 0 609,46 609,46△

その他の収入 000,005,1 223,047,1 223,042△

事業活動収入計(1) 000,059,841 290,126,261 290,176,31△

人件費支出 000,005,301 338,629,301 338,624△

事業費支出 000,059,51 895,449,41 204,500,1

事務費支出 000,085,71 755,687,03 755,602,31△

支払利息支出 000,043 0 000,043

その他の支出 000,000,1 0 000,000,1

事業活動支出計(2) 000,073,831 889,756,941 889,782,11△

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 000,085,01 401,369,21 401,383,2△

施設整備等補助金収入 000,102,85 0 000,102,85

設備資金借入金収入 000,000,071 235,669,93 864,330,031

施設整備等収入計(4) 000,102,822 235,669,93 864,432,881

設備資金借入金元金償還支出 000,626,9 0 000,626,9

固定資産取得支出 000,010,863 693,945,012 406,064,751

施設整備等支出計(5) 000,636,773 693,945,012 406,680,761

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,534,941△ 468,285,071△ 468,741,12

積立資産取崩収入 352,505,541 352,505,541 0

その他の活動収入計(7) 352,505,541 352,505,541 0

投資有価証券取得支出 0 000,01 000,01△

その他の活動支出計(8) 0 000,01 000,01△

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 352,505,541 352,594,541 000,01

予備費支出(10)
352,056,6

0
― 352,056,6

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 705,421,21△ 705,421,21

前期末支払資金残高(12) 107,706,33 414,476,43 317,660,1△

当期末支払資金残高(11)+(12) 107,706,33 709,945,22 497,750,11

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

そ
の
他
活
動
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

収
入

支
出

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　安井保育園
（単位：円）

保育事業収益 468,518,061 804,866,841 654,741,21

サービス活動収益計(1) 468,518,061 804,866,841 654,741,21

人件費 338,629,301 298,424,79 149,105,6

事業費 895,449,41 642,773,51 846,234△

事務費 755,687,03 819,313,01 936,274,02

減価償却費 570,540,5 319,110,5 261,33

国庫補助金等特別積立金取崩額 027,718△ 451,840,1△ 434,032

サービス活動費用計(2) 343,588,351 518,970,721 825,508,62

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 125,039,6 395,885,12 270,856,41△

受取利息配当金収益 609,46 967,821 368,36△

その他のサービス活動外収益 223,047,1 680,070,1 632,076

サービス活動外収益計(4) 822,508,1 558,891,1 373,606

その他のサービス活動外費用 0 333,025,2 333,025,2△

サービス活動外費用計(5) 0 333,025,2 333,025,2△

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 822,508,1 874,123,1△ 607,621,3

経常増減差額(7)=(3)+(6) 947,537,8 511,762,02 663,135,11△

特別収益計(8) 0 0 0

固定資産売却損・処分損 293,187,3 1 193,187,3

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 014,421,1△ 0 014,421,1△

国庫補助金等特別積立金積立額 000,000,1 0 000,000,1

特別費用計(9) 289,656,3 1 189,656,3

特別増減差額(10)=(8)-(9) 289,656,3△ 1△ 189,656,3△

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 767,870,5 411,762,02 743,881,51△

前期繰越活動増減差額(12) 702,502,94 390,839,05 688,237,1△

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 479,382,45 702,502,17 332,129,61△

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 352,505,541 0 352,505,541

その他の積立金積立額（16） 0 000,000,22 000,000,22△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 722,987,991 702,502,94 020,485,051
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勘定科目 当年度決算(A)前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
平成 31 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　安井保育園

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 381,103,82 451,810,73 179,617,8△

固定資産 437,064,852 408,062,202 039,991,65

基本財産 067,590,01 027,683,11 069,092,1△

その他の固定資産 479,463,842 480,478,091 098,094,75

流動負債 808,717,54 047,343,2 860,473,34

固定負債 175,552 713,382 647,72△

負債の部合計 973,379,54 750,726,2 223,643,34

純　　資　　産　　の　　部

基本金 000,003,51 000,003,51 0

国庫補助金等特別積立金 113,996,3 144,146,4 031,249△

その他の積立金 000,000,22 352,505,761 352,505,541△

次期繰越活動増減差額 722,987,991 702,502,94 020,485,051

純資産の部合計 835,887,042 109,156,632 736,631,4

　資産の部合計 719,167,682 859,872,932 959,284,74 　負債及び純資産の部合計 719,167,682 859,872,932 959,284,74
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社会福祉法人安井保育園定款 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この社会福祉法人は，多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重

して総合的に提供されるよう創意工夫することにより，利用者が，個人の尊

厳を保持しつつ，心身ともに健やかに育成されるよう支援することを目的と

して，次の社会福祉事業を行う。 

（１）第二種社会福祉事業  保育所安井保育園の設置経営 

 

（名称） 

第２条 この法人は，社会福祉法人安井保育園と称する。 

 

（経営の原則等） 

第３条 この法人は，社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確

実，効果的かつ適正に行うため，自主的にその経営基盤の強化を図るととも

に，その提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を

図り，もって地域福祉の推進に努めるものとする。 

２ この法人は，地域社会に貢献する取組として，子育て世帯，経済的に困窮

する者等を支援するため，無料又は低額な料金で福祉サービスを積極的に提

供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第４条 この法人は，主たる事務所を京都市に置く。 

 

第２章 評議員 

 

（評議員の定数） 

第５条 この法人に評議員７名以上を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第６条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き，評議員の選任及び解任は，

評議員選任・解任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は，監事１名，職員１名，外部委員１名の合計３

名で構成する。 
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３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は，理事会が行う。評議員選任・解任委

員会の運営についての細則は，理事会において定める。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には，当該者が評議員として

適任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

５ 評議員選任・解任委員会の決議は，委員の過半数が出席し，その過半数を

もって行う。ただし，外部委員が出席し，かつ，賛成することを要する。 

 

（評議員の任期） 

第７条 評議員の任期は，選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし，再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は，

退任した評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 社会福祉法又はこの定款で定めた評議員の員数が欠けた場合には，任期の

満了又は辞任により退任した評議員は，新たに選任された者が就任するまで，

なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第８条 評議員は，無報酬とする。ただし，会議の都度，評議員会において別

に定める支給基準に従って算定される謝金を支給することができるものとす

る。 

 

第３章 評議員会 

 

（構成） 

第９条 評議員会は，全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１０条 評議員会は，次の事項について決議する。 

（１）理事及び監事の選任又は解任 

（２）理事及び監事の報酬等の額 

（３）理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

（４）計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認 

（５）定款の変更 

（６）残余財産の処分 

（７）基本財産の処分 

（８）社会福祉充実計画の承認 
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（９）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事

項 

 

（開催） 

第１１条 評議員会は，定時評議員会として毎会計年度終了後３か月以内に１

回開催するほか，必要がある場合に開催する。 

 

（招集） 

第１２条 評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に

基づき理事長が招集する。 

２ 評議員は，理事長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して，評議員会の招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第１３条 評議員会の決議は，決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の過半数が出席し，その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の決議は，決議について特別の利害関係を有

する評議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければ

ならない。 

（１）監事の解任 

（２）定款の変更 

（３）その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補者ごとに第１

項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第１５

条に定める定数を上回る場合には，過半数の賛成を得た候補者の中から得票

数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず，評議員（当該事項について議決に

加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは，評議員会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第１４条 評議員会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を

作成する。 

２ 前項の議事録には，議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された

議事録署名人２名が署名し，又は記名押印する。 
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第４章 役員及び職員 

 

（役員の定数） 

第１５条 この法人には，次の役員を置く。 

（１）理事 ６名以上 

（２）監事 ２名以上 

２ 理事のうち１名を理事長とする。 

 

（役員の選任） 

第１６条 理事及び監事は，評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長は，理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（理事の職務及び権限） 

第１７条 理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款で定めるところにより，

職務を執行する。 

２ 理事長は，法令及びこの定款で定めるところにより，この法人を代表し，

その業務を執行する。 

３ 理事長は，毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上，自己の職務の執

行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第１８条 監事は，理事の職務の執行を監査し，法令で定めるところにより，

監査報告を作成する。 

２ 監事は，いつでも，理事及び職員に対して事業の報告を求め，この法人の

業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第１９条 理事又は監事の任期は，選任後２年以内に終了する会計年度のうち

最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は，前任者の任期の満了する時

までとする。 

３ 社会福祉法又はこの定款で定めた理事又は監事の員数が欠けた場合には，

任期の満了又は辞任により退任した理事又は監事は，新たに選任された者が

就任するまで，なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

 

（役員の解任） 
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第２０条 理事又は監事が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議

によって解任することができる。 

（１）職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

（２）心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えないとき。 

 

（役員の報酬等） 

第２１条 理事及び監事は，無報酬とする。ただし，会議の都度，評議員会に

おいて別に定める支給基準に従って算定される謝金を支給することができる

ものとする。 

 

（職員） 

第２２条 この法人に，職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長その他の重要な職員（以下「施設長等」

という。）は，理事会の決議によって選任又は解任する。 

３ 施設長等以外の職員は，理事長が任免する。 

 

第５章 理事会 

 

（構成） 

第２３条 理事会は，全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第２４条 理事会は，次の職務を行う。ただし，日常の業務として理事会が定

めるものについては理事長が専決し，これを理事会に報告する。 

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第２５条 理事会は，理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは，各理事が理事会を招

集する。 

 

（決議） 

第２６条 理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く

理事の過半数が出席し，その過半数をもって行う。 
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２ 前項の規定にかかわらず，理事（当該事項について議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし

たとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は，理事会の

決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第２７条 理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作

成する。 

２ 出席した理事長及び監事は，前項の議事録に記名押印する。 

 

第６章 資産及び会計 

 

（資産の区分） 

第２８条 この法人の資産は，これを分けて基本財産とその他財産の２種とす

る。 

２ 基本財産は，次に掲げる財産をもって構成する。 

京都市右京区太秦安井北御所町１５番所在の家屋番号１５番の建物１棟

（安井保育園園舎，鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根３階建，延床面積５

９９．５４㎡） 

３ その他財産は，基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は，速やかに第２項に掲げるため，

必要な手続をとらなければならない。 

 

（基本財産の処分） 

第２９条 基本財産を処分し，又は担保に供しようとするときは，理事会及び

評議員会の承認を得て，京都市長の承認を得なければならない。ただし，次

の各号に掲げる場合には，京都市長の承認は必要としない。 

（１）独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

（２）独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福

祉貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財

産を担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同

じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供す

る場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第３０条 この法人の資産は，理事会の定める方法により，理事長が管理する。 
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２ 資産のうち現金は，確実な金融機関に預け入れ，確実な信託会社に信託し，

又は確実な有価証券に換えて，保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第３１条 この法人の事業計画書及び収支予算書については，毎会計年度開始

の日の前日までに，理事長が作成し，理事会の承認を受けなければならない。

これを変更する場合も，同様とする。 

２ 前項の書類については，主たる事務所に，当該会計年度が終了するまでの

間備え置き，一般の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第３２条 この法人の事業報告及び決算については，毎会計年度終了後，理事

長が次の書類を作成し，監事の監査を受けた上で，理事会の承認を受けなけ

ればならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

（５）貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の

附属明細書 

（６）財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち，第１号，第３号，第４号及び第６号の書

類については，定時評議員会に提出し，第１号の書類についてはその内容を

報告し，その他の書類については，承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に５年間備え置き，一般の

閲覧に供するとともに，定款を主たる事務所に備え置き，一般の閲覧に供す

るものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（４）事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第３３条 この法人の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日を

もって終わる。 
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（会計処理の基準） 

第３４条 この法人の会計に関しては，法令等及びこの定款に定めのあるもの

のほか，理事会において定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第３５条 予算をもって定めるもののほか，新たに義務の負担をし，又は権利

の放棄をしようとするときは，理事総数の３分の２以上の同意がなければな

らない。 

 

第７章 解散 

 

（解散） 

第３６条 この法人は，社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６

号までの解散事由により解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第３７条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産

は，評議員会の決議を得て，社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法

人及び公益財団法人のうちから選出されたものに帰属する。 

 

第８章 定款の変更 

 

（定款の変更） 

第３８条 この定款を変更しようとするときは，評議員会の決議を得て，京都

市長の認可（社会福祉法第４５条の３６第２項に規定する厚生労働省令で定

める事項に係るものを除く。）を受けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは，遅滞な

くその旨を京都市長に届け出なければならない。 

 

第９章 公告の方法等 

 

（公告の方法） 

第３９条 この法人の公告は，社会福祉法人安井保育園の掲示場に掲示すると

ともに，官報に掲載して行う。 

 

（施行細則） 
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第４０条 この定款の施行についての細則は，理事会において定める。 

 

附則 

 （施行期日） 

第１条 変更後の定款は，平成２９年４月１日から効力を生ずる。 

 

 （経過措置） 

第２条 第５条の規定にかかわらず，評議員の定数は，平成２９年４月１日か

ら平成３２年３月３１日までの間は，「４名以上」とする。 
 



 

平成３０年度事業報告 
＊年間行事 
４月  れんげ摘み、お花見、お誕生日会、給食試食会、踏水会、水泳教室、サッカー教室、 

園庭開放 
５月  ピクニック、参観日、クラス懇談会、内科検診、お誕生日会、踏水会水泳教室、 

サッカー教室、園庭開放、田植え、夏野菜植え、サッカー教室、園庭開放 
６月  個人面談、検尿、お誕生日会、給食試食会、踏水会水泳教室、サッカー教室、園庭開放 
７月  七夕まつり、プール開き、宿泊保育、お誕生日会、踏水会水泳教室、サッカー教室、 

園庭開放 
８月  夏まつり、お誕生日会、園庭開放 
９月  通報避難訓練、歯科検診、お誕生日会、踏水会水泳教室、サッカー教室、園庭開放 

１０月  運動会、遠足、お芋ほり、内科検診、お誕生日会、踏水会水泳教室、サッカー教室、 
児童館との交流会、園庭開放、 

１１月  歯磨き教室、年長児紅葉めぐり、お誕生日会、踏水会水泳教室、サッカー教室、出前保育、園

庭開放 
１２月  製作展、人形劇、出前保育、お年寄りとのクリスマス会、クリスマス会、お餅つき 

お誕生日会、踏水会水泳教室、サッカー教室、出前保育、園庭開放 
１月  初詣、お店屋さんごっこ、お誕生日会、出前保育、踏水会水泳教室、サッカー教室、 

出前保育、園庭開放 
２月  節分、生活発表会、クッキー作り、お別れ観劇、出前保育、踏水会水泳教室 

年長児小学校給食体験、サッカー教室、園庭開放 
３月  おひなまつり、お別れ遠足、お別れ会、お誕生日会、踏水会水上運動会 

サッカー教室、園庭開放、卒園式 
随時、子育て相談受付      

 
 
福祉充実計画について 
  平成２９年３月末より福祉充実残高が生じており、福祉充実計画を作成しておりました。 

平成３０年８月より着工しました園舎建替え工事が令和元年６月に完成し７月より使用します。 
よって、平成２９年に作成しました福祉充実計画通り終了しましたことを報告致します。 



令和元年度

役　職 氏　名 住　所 職　業

理　事 加納　博美 安井保育園　園長

〃 大角　正 ときわ保育園　園長

〃 神服　美代子 このしま保育園　園長

〃 北野　正 自営業

〃 加納　克彦 元銀行員

〃 河上　淑子 元保育士

監　事 富山　竜二 公認会計士

〃 内藤　卓 司法書士

評議員 田中　崇則 市会議員

〃 尾藤　武英 税理士

〃 山崎　正樹 社会保険労務士

〃 川井　璋紫 双丘保育園　副園長

　役　員　名　簿　



 
役員等及び評議員の報酬等に関する規程 

 
（趣旨） 
第１条 この規程は、社会福祉法人安井保育園（以下「本園」という。）の定款第８条及び第２１条の 

規定に基づき、役員等及び評議員の報酬及び費用弁償に関し必要な事項を定めるものである。 

 
（役員等） 
第２条 この規程において、役員等とは、理事及び監事をいう。 

 
（報酬の支給） 
第３条 役員等が、その職務のため、理事会に出席したときは、報酬として手取り一人日額5,000円を 

支給する。 

 
２ 評議員が、その職務のため、評議員会に出席したときは、報酬として手取り一人日額5,000円を支給 

する。 

 
（費用弁償） 
第４条 役員等が、その職務のため、理事会に出席したときは、手取り一人2,000円を支給する。 

ただし、本園から半径2km以内の地域から出席するときは、支給しないこととする。 
その他の職務のため出張したときは、別に定める旅費規程に基づき、旅費を支給する。 

 
２ 評議員が、その職務のため、評議委員会に出席したときは、手取り一人2,000円を支給する。 

ただし、本園から半径2km以内の地域から出席するときは、支給しないこととする。 
その他の職務のため出張したときは、別に定める旅費規程に基づき、旅費を支給する。 

 
（報酬等の支給方法） 
第５条 報酬等は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金融機関口座に 

振り込むことができる。 

 
２ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。 

 
（公表） 
第６条 本園は、この規程をもって、社会福祉法第５９条の２第１項第２号に定める報酬等の支給の 

基準として公表するものとする。 

 
（改廃） 
第７条  この規程の改廃は、評議員会の決議を経て行う。 



社会福祉法人　安井保育園

別紙1

現況報告書（平成31年4月1日現在）

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度に実施した評議員会の状況

26 京都府 100 京都市 26100 3130005004451 01 一般法人 01 運営中

http://www.yasui-hoikuen.jp/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

社会福祉法人　安井保育園

京都府 京都市 右京区太秦安井北御所町15
075-821-4666 075-821-4667 2 無

(3-2)評議員の職業

山崎　正樹 H29.4.1 H33.6月定時評議員会まで

昭和50年1月9日 昭和50年2月7日

4名 4 2,000,020

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の

評議員・役員・職員との兼務状

況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数

尾藤　武英 H29.4.1 H33.6月定時評議員会まで
1

1

田中　崇則 H29.4.1 H33.6月定時評議員会まで
1

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職(注)
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

川井　璋紫 H29.4.1 H33.6月定時評議員会まで
1

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理

事と親族等特

殊関係にある

者の有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

6名 6 64,000 1 特例有

H29.6.21 H31.6.20 3 施設の管理者 1 有 2
加納 博美

1 理事長 平成29年6月21日 1 常勤 平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.20 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 1 有 3
大角　正

3 その他理事 平成29年6月21日 2 非常勤 平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.21 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 3
神服　美代子

3 その他理事 平成29年6月21日 2 非常勤 平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.21 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 3
北野　正

3 その他理事 平成29年6月21日 2 非常勤 平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.21 4 その他 2 無 3
加納　克彦

3 その他理事 平成29年6月21日 2 非常勤 平成29年6月21日

H28.5.27 H30.5.25 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 3
河上　淑子

3 その他理事 平成29年6月21日 2 非常勤 平成29年6月21日

(注)「(3-2)理事の役職」のうち、「理事長」とは、社会福祉法45条の13第3項で規定する理事長(会長等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

　　　「業務執行理事」とは、社会福祉法45条の16第2項第2号で規定する業務執行理事(常務理事等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

2名 2 42,000

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況
(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況

(3-7)前会計年度にお

ける理事会への出席回

数

富山　竜二
平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.20 4 財務管理に識見を有する者（公認会計士） 3

(2-2)当会計年

度の会計監査人

の監査報酬額

（円）

なし 2 無 なし

内藤　卓
平成29年6月21日

H29.6.21 H31.6.20 3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 3

0 0 0

0.0 0.0

15 0 14

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人

名）

(1-2)前会計年

度の会計監査人

の監査報酬額

（円）

(1-3)前年

度決算にかか

る定時評議

員会への出

席の有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

0.0 9.6



社会福祉法人　安井保育園

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度に実施した会計監査(会計監査人による監査に準ずる監査を含む)の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

平成30年6月29日 4 6 2 平成29年度決算の承認、平成29年度事業報告、平成29年度監事監査の報告、園舎建替えの件

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監

事・会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

平成30年6月15日 6 2 平成29年度決算の承認、平成29年度事業報告、平成29年度監事監査の報告の件、園舎建替えの件、定時評議委員会の招集の件

平成30年10月6日 6 2 近況報告の件、工事の経過報告の件、建替え工事施工費業者入札結果報告の件、建設用地賃貸借の件

0

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

0

富山　竜二

内藤　卓

特になし

特になし

平成31年2月23日 6 2 借入金承認の件

平成31年3月28日 6 2 事業計画書及び予算書の承認の件

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

（イ）修繕費合計額

（円）

001
安井保育

園

02091201 保育所 安井保育園

京都府 京都市右京区 京都市右京区太秦安井北御所町15 4 その他

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

イ大規模修繕

3 自己所有 昭和50年4月1日 120 1,296

ア建設費

昭和50年4月1日 120 1,296

ア建設費

京都府 京都市右京区 京都市右京区太秦安井北御所町15 4 その他 3 自己所有

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

イ大規模修繕

001
安井保育

園

00000001 本部経理区分 安井保育園

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

（イ）修繕費合計額

（円）
イ　大規模修繕

（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）



社会福祉法人　安井保育園

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．地域における公益的な取組（地域公益事業(再掲)含む）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません）


（1）社会福祉充実残額等の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

子育て支援に関する事

業

子育て支援ｽﾃｰｼｮﾝ 安井、太秦、花園学区

講演会、園庭開放、園の行事への参加、出前保育

0

0

（イ）修繕費合計額

（円）

築44年目を迎える平成30年度に園舎を建替えることに決定したため、その計画の準備に資金をを充当した。

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

0

1 有

1 有

1 有

0

0

0

0

0

0

0

施設名 直近の受審年度

01 公認会計士

富山　竜二

ア　公認会計士又は監査法人による、社会福祉法に準じた会計監査

3 該当なし

1 有

1 有

1 有

156,275,079

0




